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序　　　文

日本は政府開発援助（ＯＤＡ）により、開発途上国の国造りを支援しています。日本は援

助総額が世界一位のトップドナーであり、日本の継続的な取り組み及び開発途上国自身の

自助努力を支援する姿勢は、被援助国の開発に大きく貢献し、高く評価されています。し

かしＯＤＡは、政治的経済的に不安定な上に、文化や社会環境も日本とは異なる開発途上

国で行われること、さらには、カウンターパートと呼ばれる相手国の関係者と協議しつつ

協力を進める必要があることなどから、必ずしも当初の計画通りに事業が進まないことも

あります。

近年の厳しい政府の財政事情によりＯＤＡ予算の見直しが行われていることを背景とし

て、ＯＤＡが開発途上国の国造り・人造りに役に立っているのか等の観点から事業評価の

充実が求められています。ＯＤＡ実施機関である国際協力事業団（ＪＩＣＡ）としては、目

標を達成できた案件についてはその成功要因を分析し、新規案件の実施に活用していま

す。また、目標を達成するのが困難であった案件についても、必要に応じて追加的な協力

を行うなどのフォローアップをして支援するほか、その阻害要因を分析し、新規案件を実

施する際に教訓としてフィードバックしています。

ＯＤＡ事業は、協力の現場が主として海外であり、日本国民が容易に目で見たり、実感

できないという事情があるため、事業の成果を広く一般に理解してもらうことも重要な課

題となっています。このため、ＪＩＣＡでは近年、外部の有識者による「第三者評価」を充

実させ、国民の目を代表して客観的な評価をしていただいております。

本報告書は、平成１１年６月に産経新聞社の千野境子氏を団長として派遣されたウズベ

キスタン、カザフスタン市場経済化支援事後評価調査団の調査結果を取りまとめたもので

す。本報告書において指摘されている教訓や提言については、今後類似の案件を実施する

際に大いに役立てていく所存です。

最後に、本報告書に記載された内容は、評価者の意見を重視した形で取りまとめられた

ものであり、必ずしもＪＩＣＡの見解を代表するものではないことを申し添えます。

平成１１年１０月

国際協力事業団

理事　伊集院明夫
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１．評価目的

ウズベキスタン及びカザフスタンに対してＪＩＣＡがこれまで実施した市場経済化のた

めの技術協力について、評価の客観性及びＪＩＣＡ事業の透明性を高める観点から、外部

評価者による評価を行い、両国に対する同分野でのＪＩＣＡの協力の効果を概括的に分

析・評価すると共に、今後の当該国に対する市場経済化分野でのＪＩＣＡの支援のあり方

について教訓・提言を得ることを目的とする。

２．評価対象概要

平成５年度から平成１０年度までにＪＩＣＡが本邦へ受入れを行った市場経済化支援関

連の研修員ウズベキスタン１５７名、カザフスタン１４９名のうち、ウズベキスタン９

名、カザフスタン９名を抽出し、面談による調査を行うと共に、関係省庁の責任者からも

ヒアリングを行った（詳細は、参考資料ｐ．２５を参照）。

３．評価調査概要

（１）　現地調査期間

平成１１年６月２３日～７月７日（１５日間）

（２）　団員構成（担当分野、氏名、所属）

①　団長

千野　境子　産経新聞社論説委員

②　評価計画

山本愛一郎　ＪＩＣＡ評価監理室調査役

③　通訳（ロシア語）

堀内　敏夫　（財）日本国際協力センター

（３）　調査日程（ｐ．３のとおり）
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４．千野　境子氏略歴

①　学歴：１９６７年３月 早稲田大学第一文学部卒業

②　経歴：１９６７年４月 産経新聞社東京本社入社　編集局教養部

１９８５年３月 産経新聞社東京本社編集局外信部

１９８６年４月 外信部次長

１９８７年３月 マニラ特派員

１９９０年７月 ニューヨーク支局長

１９９３年２月 外信部長

１９９５年７月 論説委員

１９９６年２月 シンガポール支局長兼論説委員

１９９８年７月 東京本社編集局編集委員兼論説委員

１９９９年５月 小渕総理の私的懇談会「２１世紀日本の構想」の分科会

「世界に生きる日本」のメンバーに選任される。

　　この他、国語審議会委員をつとめる。

③　専門分野：国際関係、東南アジア、マスコミ論

④　主要著書：「アメリカ犯罪風土記」（社会思想文庫）

「アキノ政権とフィリピン」（亜紀書房）

「明石　康　国連に生きる」（新潮社）

「ペルー遥かな道－ペルー大統領の母－」（中公文庫）
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５．調査日程

日順 月日（曜日） 行　　　程 宿泊地

１ ６月２３日（水）13:00　成田発（JL407） フランクフルト

18:00　フランクフルト着

２ ２４日（木）13:45　フランクフルト発（LH624） タシケント

22:50　タシケント着

３ ２５日（金）JICAウズベキスタン事務所

ガニエフ対外経済関係大臣

小畑大使との昼食懇談会 同上

ムヒドフ大臣会議対外経済活動調整局長

国家社会建設アカデミー関係者（田宮友恵専門家を含む）からのインタビュー

サイドバ大臣会議情報分析局長および渡辺頴一専門家からのインタビュー

４ ２６日（土）主要紙ジャーナリスト４名とのインタビュー 同上

渡辺、田宮専門家との懇談会

５ ２７日（日）08:30　タシケント発（陸路）→サマルカンド着 サマルカンド

６ ２８日（月）サマルカンド在住帰国研修員とのインタビュー 同上

７ ２９日（火）中部地域母子病院医療機材整備計画（無償案件）視察 タシケント

サマルカンド発（陸路）→タシケント着

８ ３０日（水）日本大使館報告、対外経済関係省インタビュー

　（Dr.Islamkhodjaev） 同上

日本企業関係者との懇談会

９ ７月　１日（木）タシケント市内帰国研修員インタビュー

JICAウズベキスタン事務所報告 同上

調査団主催レセプション

１０ ２日（金）07:15　タシケント発（HY4993）

10:50　アルマティ着 アルマティ

三橋大使表敬、大使館との打ち合わせ

マスコミ関係者訪問（国営テレビ、週刊誌）

１１ ３日（土）アルマティ在住帰国研修員インタビュー 同上

１２ ４日（日）アルマティ在住帰国研修員インタビュー 同上

大使公邸での夕食会

１３ ５日（月）07:05 アルマティ発（空）

08:40 アスタナ着

稲垣富一専門家との打ち合わせ

国営新聞社訪問 同上

トカエフ副首相兼外務大臣

サルセンバイ国家戦略計画改革庁次官

21:00　アスタナ発→23:30　アルマティ着

１４ ６日（火）05:05　アルマティ発（LH647）

07:10　フランクフルト着 機中泊

20:50　フランクフルト発（JL408）

１５ ７日（水）14:55　成田着
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６．評価結果

◆はじめに

６月下旬、私たちは成田からフランクフルト経由で、最初の目的地ウズベキスタンの首

都タシケントへ向かった。当初、現地へはモスクワ経由で行くものとばかり思っていた

が、いま中央アジアへのもっとも安全で確実なルートはフランクフルト経由となってい

た。

交通は人や物の流れを反映する。中央アジアがかつてのソ連圏を離れ、いわゆる西側欧

米とのつながりを深めつつあることが、この一事からも推察された。同時に７０年を超す

ソ連社会主義体制が、社会からそう簡単に消え去るものでもない。まさにこの２つの流れ

のせめぎ合いの中で、市場経済化や民主化などの改革も行われているに違いない。

では何が改革への起爆剤となるのだろうか。そしてまた日本による支援が果たす役割と

は何だろうか。第三者評価調査で現地を訪れるのを機に、私が念頭に置いたのは以上のよ

うなことだった。

訪問地はウズベキスタンが首都タシケントとサマルカンド、カザフスタンがアルマティ

と首都アスタナ。評価のためのインタビューは、両国とも市場経済化に関する各種セミ

ナーを受けたＪＩＣＡの元研修員を中心に、政府当局者、とくにＪＩＣＡ担当者、日本側

ＪＩＣＡ関係者、それに現地ジャーナリストらである。以下、報告はウズベキスタン、カ

ザフスタンの順で国別に行いたい。

［ウズベキスタン］

◆漸進主義で取り組む市場経済化

最初のインタビューは、ガニエフ対外経済関係大臣だった。日・ウズベキ経済合同委員

会のウズベキ側代表でもあり、同国で日本をもっともよく知る閣僚の一人だ。同大臣は市

場経済への移行を短期間にまた滑らかに行うことの難しさを強調した後、改革のカリモフ

５原則について言及した。

現大統領の名前を冠したこの原則を、その後、政府当局者から元研修員まで、しばしば
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口にした。まるで社会主義のスローガンみたいだが、この国の現状と願望とを見事に要約

していると思えるので、紹介したい。

①　経済の脱イデオロギー化。

②　国家主導の改革。（責任は国にあり、改革は優先順位を決め、計画的に行う）。

③　改革のための法的整備の重要性。

④　社会的保護。落ちこぼれを出さない。

⑤　市場経済への段階的移行。

ここに共通するのは、市場経済化への慎重かつ警戒的な対応である。一例を挙げれば、

国際通貨基金（ＩＭＦ）とは新規スタンド・バイ・アグリーメントをめぐって交渉中で、妥

結を見ていない。「ロシアのようなカオス（混沌）」（ガニエフ大臣）をウズベキスタンとし

ては避けたいと考えている。

根底にはショック療法的な改革によって、社会が不安定化することへの懸念があると思

われる。中央アジア５カ国では政情がもっとも安定していると言われるウズベキスタンだ

が、今年２月に車爆弾が爆発する事件があり、おりしも裁判が進行中だった。事件も裁判

も、国内ではほとんど報じられていない。たまたま爆弾の被害のあった大統領府ビルの一

角を訪問し、私がカメラのシャッターを切ると、保安要員が急いで駆けつけた。この種の

事件に当局がいかに神経をとがらせているかが、はからずも分かったのだった。

サイドバ大臣会議情報分析局長が会見で、今後の問題として失業問題を上げたのも同様

な問題意識からだろう。

「市場経済化で貧富の差は大きくなった。町では現金収入もあり、乞食はいないが、地

方や農村では数倍悪くなる。失業も公式には少ないが、潜在的に地方には多い。国民所得

を１０年で２倍にするには、国内総生産（ＧＤＰ）を年７％上げないと所得が上がっていか

ない。将来への大きな投資が必要で、国内には資金がないため外国の直接投資を期待して

いる。そのためにも法的整備が必要」

こうした状況の中で、日本やＪＩＣＡの事業は、政府当局者に大変積極的に評価されて

いた。

ガニエフ大臣は「日本はウズベキスタンにとって戦略的かつ経済協力の国家である。日

本が戦後行って来た経験、復興をウズベキスタンに教えてくれることは、我が国の変革の

ために非常に大きな効果を果たしている」と述べた。

またＪＩＣＡの窓口役である大臣会議のムヒドフ対外経済活動調整局長も、これまでを
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振り返って、「４年前なら、ＪＩＣＡとの仕事で問題はあったと答える。ＪＩＣＡの協力

の方式が分からなかったせいもある。だが時が教えてくれた。今は問題ない。相互理解が

出来るようになったと思う。日本に研修員を送る場合も、こうしたことを踏まえて、年齢

が若いことと、研修内容をよく吸収出来るように知識欲の水準を重視して選んでいる。今

後については研修員の枠とプログラムをさらに増やしてほしい。また経済の主要課題は輸

出を増やすことにあるので、マーケティングが出来る人が必要で、そのような研修もして

ほしいと考えている」と語っている。

相互理解という点でムヒドフ局長がとくに評価していたのは、今年３月に中央アジアで

初めてのＪＩＣＡ事務所が、タシケントに開設されたことである。日本とウズベキスタン

とが「非常に近しくなった」という。ＪＩＣＡ事務所の開設は、元研修員もまた第三者であ

るジャーナリストらも等しく歓迎していた。誰もがＪＩＣＡという存在、ひいては日本の

存在が、それだけ身近なものになって来たことを感じているようだった。あるジャーナリ

ストは「ＪＩＣＡ事務所は、二国間関係を拡大していくための潜在力になり得る」ととらえ

ていた。

日本に関連してもう一つ、立場の違いを超えて、インタビューした人々が等しく指摘し

ていた興味深い点は、日本への親近感と「ウズベキスタンと日本は似ている」と感じている

人が少なくなかったことである。

「外観はいろいろな人間がいるが、私たちのメンタリティーは東の方です。長幼の序を

尊重し、年配者を尊敬する。歴史に誇りを持ち、自分たちの文化を愛しています。日本人

と同じです」（サイドバ局長）

「中央アジアと日本とは歴史的に近い。シルクロードなどを通じて、ウズベキスタンに

は日本を近しく感じるメンタリティーがある。われわれはドイツやフランス、ＥＵなどい

ろいろな外国に研修生を送っているが、同じプログラムだったら日本に送るだろう。日本

語を勉強したい人が大変増えていることも言い添えたい」（ムヒドフ局長）

「訪日後、世界観が変わった。日本人と似ている。だからこそウズベキスタンも日本の

レベルに達したいと思う。大統領も日本をよく勉強して取り入れるようにと言っている。

ただし子供が生まれてすぐには歩けないように、私たちには時間が必要だ」（元研修員、ナ

シバ・ヴァフォクローヴァ氏）

「ウズベキスタンの国民はイスラム教徒だが、メンタリティーは日本と似ている。長老

や上司を敬うところ、集団主義や共同体意識などだ。ウズベキスタンでも、マハッラーと
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呼ばれる伝統的な地縁共同体があって互いに助け合う。またウズベキスタン人も勤勉だ

が、それほどアグレッシブではない」（元研修員、シロジ・アジゾフ氏）

「日本の経験は、ウズベキスタンにとって非常に重要だと思う。どちらも労働が好きな

国民だ。また農業の国でもある。農民は怠けているわけにはいかない。我が国はソ連から

独立した当初、最初のモデルはトルコだった。だが科学や教育などを見ると、モデルとし

ては受け入れ難いことが分かった。次は中国だが、社会主義市場経済と我々の考える民営

化は違う。最近は日本の経験に学んだアジアの四龍（シンガポール、台湾、香港、韓国）の

メンタリティーがウズベキスタンに近いのではないかと考えている。我が国を中央アジア

のタイガー（東南アジアのタイガーの比喩）と言う人もいる」（ジャーナリスト）

思い込みや、誤解もないではない。しかし恐らくこの逆、つまり日本人がウズベキスタ

ン人との近似性を思うことはあまりないだろうと思われるだけに、彼らの日本に対する思

いの熱さが一層伝わって来たのだった。

◆人材育成の拠点・国家社会建設アカデミー

ウズベキスタンにおけるＪＩＣＡの協力の大きな柱に、重要政策中枢支援と呼ばれる市

場経済化促進のための人材育成がある。１９９５年５月、いわゆる幹部公務員の再教育の

ためタシケントに創られた国家社会建設アカデミーがその拠点だ。ソ連邦の解体で中央ア

ジア各国は独立したものの、公務員の顔触れも仕事も旧体制下とあまり変わらず、逆に改

革のネックにもなっているからである。

国家社会建設と市場経済の２学部で発足したアカデミーは昨年、国際関係・対外経済関

係学部を新設した。受講生は州政府の助役、局長、次長から会社の理事（取締役）、社会団

体のリーダーまでいろいろである。年齢は２５歳から３５歳。原則として職位は保証さ

れ、受講が終わると再び元の職場に戻る。

ＪＩＣＡ研修員には、このアカデミーで日本について集中講義を受けてから訪日する人

が少なくない。またアカデミー関係者にも研修員がいる。すでに指導的立場にあるアカデ

ミー関係者に日本での研修はどのような意味があったのだろうか。以下は彼ら３人の感想

である。

「ＪＩＣＡの指導的立場の人々と話し合いの出来たことは有益だった。研究プログラム

は分刻みで沢山あったが、内容はきっちりしていた。日本で印象に残ったことは、働いて
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いる人々が自分の為すべきことを把握し、責任を持ってやっていることだ」（ナビーエフ・

アカデミー市場経済学部長）

「終身雇用に関心を抱いた。どの従業員も２－３年でローテーションして行く。そのた

めには、一人一人が大きな潜在力を持っていないとだめだろう。ウズベキスタンにはまだ

その力はないと思う」（ガフーロフ・アカデミー学長補佐）

「職場における忠誠心、義務感などに深く印象づけられた。国に戻って見ると、ウズベ

キスタンにはそれがない。また国立博物館に行くと、展示室に何十人もの人や、子供を連

れた家族などいろいろな層がいた。日本人が日本の文化に誇りを持ち、小さい頃から文化

と近しくしていることに感心した。こうした日本での経験をアカデミーにも生かし、ウズ

ベキスタンの文化を学ぶことなどセミナーの内容を改善することが出来た」（エルガーシェ

フ・アカデミー国家社会建設学部長）

またアカデミーにはコーディネーターとして、コースの運営に協力しているＪＩＣＡの

長期専門家、田宮友恵氏がいる。田宮氏は「最初は受講生が定刻に集まること自体が課題

だったが、現在は主体的に取り組むようになった」と成長の跡を語るとともに、「年齢の上

の人たちは計画経済しか知らない。将来は若い世代にかかっているとも言えるが、改革は

１世代、２世代と時間がかかるものかもしれない。まだ独立して１０年足らずだし、その

成果はある時期にパッと花開くのかもしれない」と期待を寄せている。

人材の育成は国造りの基本であり、もっとも大切であると同時に、時間のかかるもので

もある。インフラのように、作れば終わりという性質のものでもない。もどかしいことだ

が、結局は相手の頑張りに期待するほかないとも言える。専門家に期待されるのも、そう

した長期的な視点とある種の忍耐かもしれない。田宮氏はじめＪＩＣＡの現場には女性が

多い印象を受けるが、日本女性たちはこうした課題に押しなべて忍耐強く取り組んでい

る。このことはもっと評価されてもよいことではないかと思う。

◆元研修員のインタビューから

元研修員のインタビューは、タシケントとサマルカンドで、いずれも個別に意見聴取す

る形で行った。個々の発言は別途採録されているので、ここでは研修員たちとの対話を通

して浮かび上がった、特徴や課題を私なりに５項目に分けて取り上げてみたい。
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①　「日本の経験」の紹介・普及

研修員たちは短期間とはいえ、日本での研修に一様に鮮烈な印象を受けて帰国する。そ

れを個人の思い出にとどめるのでなく、職場でその経験を広めようとしているケースが少

なくない。カリモフ大統領がそれを奨励していることも影響している。サマルカンドの判

事、ナシバ・ヴァフォクローヴァ氏は「職場で仲間たちとともに日本について言葉や文化、

歴史を勉強している」と語り、日本に関心を持つ同僚も同席した。

「中央アジア国別特設運輸」コースを受けたウルグベク・ユスポフ氏は、ブハラやカラカ

ルパクなど国内出張の際に、仕事先で日本での経験を努めて話すことにしている。

「研修の最終日に、あなたは日本から何を持って帰るかと聞かれ、日本の生活様式を

持って帰りたいと答えた。私は東南アジアにも欧州にも行ったが、日本の印象は強烈だっ

た。日本は金持ちだが、それは日本人が働いているから豊かなのだ。独立し、独り立ちし

たわれわれも、日本の経験を学ばなければいけないと話している」（ウルグベク・ユスポフ

氏）

新聞や雑誌などに訪日経験を寄稿したりする人も少なくない。

「空港整備・管理・環境対策」コースを受講したウズベキスタン航空エコロジー局のアバ

イ・カラバエフ氏は、日本での経験を航空専門誌に２回にわたって書いた。成田や羽田、

関西空港の見学や環境庁の仕事について、ゴミの焼却や再処理技術について、また水の浄

化や空調にどのような器材を使っているかなどを取り上げた。雑誌は各地の空港にも配ら

れ、大きな反響があったという。

そもそもウズベキスタンでは、空港がエコロジーに配慮するような態勢には、まだなっ

ていない。コンピュータもようやく導入されたばかりだ。アバイ・カラバエフ氏にとって

日本での研修は、職業的な問題意識を間違いなく高める契機になったと言える。

②　「日本の経験」の導入

研修経験を単に語り広めるだけでなく、取り入れる試みも行われている。市場技術開発

訓練センターのマネージャー、グゼル・ハキモヴァ氏は、「中央アジア国別特設経営管理」

で習った内容の一部を、自分の新規セミナーに取り入れるべく、プログラムを作成中だっ

た。前出のウルグベク・ユスポフ氏は、勤め先のウザヴトランス（交通安全委員会）の運転

手の採用に、日本式に筆記試験を取り入れた。また松下電器の従業員教育に強い印象を受

けたというナシバ・ヴァフォクローヴァ氏は「職場の士気を上げるのにとてもよい。自分
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の職場でも、自分が第一人者であったら取り入れたい」と述べている。もっとも取り入れ

たいが、条件が違い過ぎて断念するケースも少なくない。

③　市場経済化の難しさ

だが振り返って、元研修員たちが帰国後、あらためて痛感するのは、市場経済化を進め

ることの難しさにつきるようだ。人材養成を行う②で紹介したグゼル・ハキモヴァ氏は

「まず最初にやらねばならないことは人間の意識改造だが、これが一番難しい」と語ってい

る。

「中央アジア国別特設地域開発セミナー」コースのソビル・ラフシャノフ氏も人間の意識

と心理の問題を指摘した。「ソ連崩壊後、雨後の筍のように中小企業が出来たが、時間が

経過するにつれて停滞してしまった。中小企業には優遇措置が与えられているにもかかわ

らず、企業家精神が足りない。これを植え付けるのは大変難しいことだ」

しかし同氏は次のように続ける。

「日本でも戦後、苦しい時期があったという。われわれのつらさも同じではないか。ウ

ズベキスタンは偉大な歴史を持っており、私は国の建設に礎となり、子供たちに自分の国

のためにこうして来たよと言えるようになりたいと思っている」

④　理論と実践のバランスの重要性

日本での研修期間は平均２週間から１カ月。「もう少し長ければ」というのは、ほぼ全員

に共通する声だった。しかしそれ以上に、研修のプログラムの配分が重要なポイントであ

ることを、多くの研修員が語っていた。もちろん研修コースにもよるが、教室での授業が

多すぎるのも、逆に見学ばかりで理論の裏付けが少ない（ほとんどないが）のも、不満や消

化不良を起こす。理論的説明を受けると同時に、研修者に関係の深い実地見学がバランス

良く盛り込まれると、満足度も印象も強いものになるようだ。

⑤　中央アジアの隣国との情報交換の意義

「中央アジア・コーカサス国別特設マクロ経済」コースに参加したローラ・ヴァヒドヴァ

氏は、ソ連が崩壊し、それぞれの国が独立してからは、かえって近隣の事情が分からなく

なっており、近隣国をまとめたこうしたコースは独立国同士で、また同じ分野の人間同士

でいろいろな情報を交換出来たので有意義だとしていた。なお後述するが、カザフスタン
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ではこの方式をめぐって、元研修員の間で興味深い議論があった。

③で登場したソビル・ラフシャノフ氏も「地域レベルで行けたことは良かった。地域の

人を呼ぶのはよい」と同様な感想を述べている。

［カザフスタン］

ウズベキスタンでの調査を終えると、私たちは空路、タシケントからカザフスタンの旧

首都アルマティに入った。

カザフスタンの市場経済化は、世界銀行やＩＭＦとの協調路線を採用し、ウズベキスタ

ンの漸進主義に対して、しばしばビッグバン改革路線と言われる。到着早々から両国の路

線の違いは、一目瞭然だった。空港から市内へ入る道路の両側には、欧米や韓国の企業の

看板やショールームが目立ち、市の目抜き通りには高級ブランドの店が軒を並べていた。

◆国営テレビ社長インタビュー

カザフスタンのこうした方針をもっとも良く体現していると思われたのは、国営テレビ

「ハバル」のダリガ・ナザルバエバ社長だった。ちなみにダリガ・ナザルバエバ社長はナザ

ルバエフ大統領の長女で、欧米では「開発独裁」との批判もある大統領に対して、「ただ一

人、直言出来る人」とも言われている。

カザフスタンの市場経済化の特徴を知る一助に、インタビューの一端を紹介したい。

カザフスタンではいま、テレビ界も市場経済化の荒波に洗われている。ソ連時代と打っ

て変わって、国営テレビの他に民間テレビが７－８局誕生し、地方局も４６局ある。「ハ

バル」は１９９５年に創設され、一日約１５時間のテレビ放映の他、９７年からはラジオ

放送も一日１８時間行っている。国営とはいえ、１００％国の資金で運営されているわけ

ではないので、広告やスポンサーのことも考えねばならない。ダリガ・ナザルバエバ社長

は言う。

「カザフスタンは市場が小さいのに、沢山の局がある。広告の分配も当然、小さくなり、

皆が豊かというわけにはいかない。保守的な考えかもしれないが、どこかで整理があるか

もしれない。とくに民営が国営企業に対して競争するのは、経営的にも難しいだろう。で

も市場経済には競争はつきものだし、強烈な競争があった方がよい。ソ連時代は競争は良

くないとされたが、いまでは競争があった方が良いと分かるようになった。競争があるか
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ら発展がある。いまはむしろ独占の方を心配すべきだ」

番組制作では言葉の問題もある。これまでのロシア語中心から、独立後に国家語となっ

たカザフ語番組を増やすことが求められているが、人材難などから簡単ではない。このた

めカザフ語番組を作れるジャーナリストや専門家の養成も急務となっている。

「ソ連時代は、モスクワやレニングラード（現サンクトペテルブルグ）で行われていた

が、ハバルを人材養成のベースにしたいと考えている。需要は多いので、育てると他の局

に引き抜かれるだろうが、それでもかまわない。２００１年には学校を稼働させるべく準

備中だ。抱負は他にもいろいろある。お金の問題がなければもっと早いペースでやりたい

のだけれど」

大統領の七光りと言った要素もあるに違いない。それでも、まだ３６歳のダリガ・ナザ

ルバエバ社長は競争原理社会に生きがいを感じ、やる気満々の様子であった。

◆首都移転問題

ところでカザフスタンは独立後、遷都を行った。１９９５年９月に大統領令によりアル

マティから中央部アクモラへ（その後アスタナと改名）の移転が決定され、９６年末から政

府職員が移動を開始した。首都移転の理由としては、北部に住むロシア人問題、アルマ

ティが中国国境に近いことが主な理由とされている（駐カザフスタン日本大使館）。

社会主義時代に首都だったアルマティは、天山山脈に連なるアラタウ山脈を望む高原の

都市だ。これに対してアスタナは見渡す限り遮るもののない草原に、新しい政府庁舎が

次々と建設されているフロンティアを感じさせる新首都である。政府庁舎だけでなく、政

府職員や家族たちのアパートなど至る所に工事現場があった。それでも大統領の号令一

下、政府を上げての引っ越しとはいかないようで、私たちが月曜日に搭乗したアルマティ

からアスタナへの早朝１番の飛行機には、単身赴任らしきビジネスマンたちの姿が目立っ

た。米国、日本大使館もアルマティに残っており、移転した公館はまだまだ少ない。

あえて観光案内のように町の説明をしたのは、この首都移転がカザフスタンの政治、経

済、社会のみならず、ＪＩＣＡの活動にも少なからず影響を与えているからである。これ

についてはあらためて後述したい。

ＪＩＣＡが１９９９年３月に、中央アジア初の事務所をウズベキスタンに開設したこ

と、それがウズベキスタンの親日感情を一段と高めたことはすでに触れた。逆に言えば、
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ウズベキスタンに対して何かとライバル意識のあるカザフスタンにとっては、残念である

と同時に内心は面白くない出来事だったであろう。ただし元ＪＩＣＡ研修員はもとより、

政府当局者やジャーナリストなどとのインタビューでも、それを直接に感じさせるような

言動はなかった。むしろ彼らとのインタビューを通じて印象に残ったのは、カザフスタン

の資源大国としての将来性への自信と、にもかかわらず日本が他の諸外国のようになぜ積

極的に投資しないのかと、彼らが少なからず疑問を抱いていることだった。

ＪＩＣＡは首都アスタナにある大統領府戦略計画改革庁に、ＯＤＡ企画調整アドバイ

ザーの稲垣富一氏を駐在させている。日本で言えば経済企画庁に当たるこの改革庁を舞台

にして、日本はじめ欧州連合（ＥＵ）やドイツ、米国、フランス、あるいは世界銀行、ＩＭＦ

など各国、各種国際機関がカザフスタンの経済改革や民営化の促進などに協力している。

政府ビルが集まる町の中心地にある改革庁を訪れ、エレベーターに乗ると同乗者からい

きなり「ミスター稲垣を訪ねるのでしょう」と言われたのには、少々びっくりした。客を日

本人だと判別し、すぐ稲垣氏の名前が出てくるあたり、少なくとも改革庁の中ではＪＩＣＡ

の活動は身近になっているようで、結構なことである。

ウズベキスタンの対外経済関係省では、元金融マンの渡辺頴一氏がただ一人の外国人ア

ドバイザーだったのに対して、ここでは外国人は稲垣氏一人ではない。むしろあたかも競

わせるように、多くの外国人がドナー国から派遣され入っている。私たちが訪れた時、改

革庁ではちょうどＪＩＣＡをはじめドイツや世界銀行など各援助国・機関が一堂に会し

て、援助プログラムを検討するセミナーが初めて開かれていた。カザフスタン側が援助を

効率的に使うために、各国間の調整を図る意味合いも強いのであろう。

◆サルセンバイ改革庁次官へのインタビュー

カザフスタンの経済改革の現状や展望、そして日本及びＪＩＣＡとの関わりなどについ

て包括的な話を聞くために、当初、改革庁長官へのインタビューを予定していた。ところ

が当日になって長官は、ザルツブルグでの国際会議から帰国したナザルバエフ大統領に急

に呼ばれ、そのまま大統領府から戻って来なかった。ナザルバエフ大統領は国家運営に陣

頭指揮をしており、同庁職員によればこうしたことはよくあることらしい。

このため急遽、サルセンバイ次官との会見に変更された。会見には改革庁の２０代と思

われる若手で、ＪＩＣＡ元研修員でもある男女職員も同席した。
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サルセンバイ次官は主としてカザフスタンの２０３０年までの長期開発戦略について説

明した。しかしＪＩＣＡの研修についてもよく承知している様子だった。

「研修員たちの達成したものは、輝けるものである。なぜならこの改革庁から日本へ

行った人達の成果を、私は仕事を通じて見ているからだ。若い彼らと働くのは面白い。彼

らの中には、すでにマクロ・エコノミーの発想がある。また彼らは日本の戦後の改革や日

本の歴史について学んで来た。日本も戦後の苦しさを味わって来たことを知っている。他

の省庁の研修員とは話したことはないが、結果は同じように確かなものと思う。

もう少し多くの人間を送ってもらえればうれしいが、予算もあることだろう。予算を削

減しなければならないことはどこの国も同じだ。従ってカザフスタンとしては日本へ行っ

た研修員たちの経験を、カザフスタン全部に伝えるよう努力している。勉強したことを伝

えるためのコースも組織している」。

会見に同席した若い職員の一人は対外経済援助の担当者で、研修プログラムの効果につ

いて責任を持っていると自己紹介した。またもう一人の女性は日本語で自己紹介し、ＪＩＣＡ

の研修の成果の一端を披露した。

このように研修員への満足感を示しながらも、サルセンバイ次官が次のような懸念を表

明したことはなかなか興味深かった。

「帰国した研修員たちは、職場のキー・パーソンとして働いている。いろいろな会社が

彼らに目をつけ、民間企業は高い給料を提示して来る。われわれは彼らに国家機構の改革

はまだ始まったばかりで、『２０３０年までの長期発展戦略』に参加しなければいけない、

経済改革に何か成果をあげないといけない、役目を果たさなければダメだと、彼らから目

を離さずエネルギーをつぎ込んでいる。しかし生活は生活でもある」

引き抜きの活発化という、このこと自体がカザフスタンにおける市場経済化の浸透を物

語っている。とはいえ国の機関から優秀な人材が骨抜きされてしまうのは、カザフスタン

にとっても困るであろうし、ＪＩＣＡとしても何のための人材教育かということにもなり

かねない。彼らの引き留め策はあるのだろうか。サルセンバイ次官は言う。

「民間企業に対しては、合同セミナーを開くことを提案した。引き抜きの問題があるこ

とを、われわれは隠さない。人の需要があることは良いことであるのだから。また研修員

たちの成果を見るための、特別の局を作った。彼らのイニシアチブでセミナーなども開い

ている。研修をどういうやり方で進めるかについても、例えばＪＩＣＡの方でやり方の変

更があれば、この場を使って、すぐ伝えることが出来る」
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◆座談会

カザフスタンでは元ＪＩＣＡ研修員へのインタビューを、座談会を中心に行った。座談

会に参加しなかった人には、ウズベキスタンでのように個人面接形式を採用した。個人別

の方が一人一人の経験は聞きやすい反面、ある一つの問題についてそれぞれの見解を聞き

たい場合には、意見交換も出来る座談会の方が向いている。どちらも一長一短があり、時

間が許せば両方に参加してもらうのがベストであるのはもちろんだ。

座談会から今後のＪＩＣＡの活動に参考になりそうな論点を、３つ紹介したい。

第１は派遣する研修員の選抜について。

座談会の出席者の中に、たまたま研修員の選考業務に携わっている人がいた。「中央ア

ジア・コーカサス国別特設財政金融」コースを受講した国立銀行予算管理局のグルナラ・

タンキバエヴァ氏で、研修員として派遣された１９９５年当時は、大蔵省戦略開発部（当

時）で外国援助のコーディネーターとして、欧米の援助の調整をはじめＪＩＣＡ研修員の

選抜にも携わっていた。省庁が選んだ候補生を、さらに絞り込むのが仕事だった。そして

その仕事にもＪＩＣＡの研修が有益ということで、彼女も派遣されたのだった。

グルナラ・タンキバエヴァ氏は各国の研修を次のように比較する。

「ＵＳＡＩＤ（米国）は講義もあるが、自由時間が多いので、何を勉強するか、自分でオー

ガナイズしなければならない。また英語が話せなければならない。日本はその点、日程は

大変に詰まっているが、プログラムの内容は良いと思う。また良い通訳（ロシア語）がつい

ている。ＫＯＩＣＡ（韓国）の研修は英語のため、英語を話せることが条件となり、選ばれ

る人がどうしても限られてしまう」

その上で、グルナラ・タンキバエヴァ氏は研修員選抜のポイントを①各省庁の基準、②

リーダーシップ、③若さ、④ＪＩＣＡの基準の４点を上げた。どうやら語学力が基準にな

ることはなさそうで、確認も兼ねて「リーダーシップか英語力か二者択一をするとすれば」

と質問すると、間髪をおかず「職業的能力で選び、語学は一番最後になる」との回答が返っ

て来た。

他の出席者からも「中央アジアでは経験を持ち、かつ英語の出来る人はまだ少ない。若

い人で英語の出来る人はいるが、経験が少ない。従ってロシア語の方が優秀な人を選べ

る」との意見が出された。
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カザフスタンはじめ中央アジア各国は旧ソ連邦だった関係から、ロシア語が依然有力で

ある。将来は中央アジアでも世界の共通語としての英語の必要性が増すと思われるが、当

面は英語を選考基準に入れない方が優れた人材が集まる現実は否めないようだ。ＪＩＣＡ

側にとっては、ロシア語通訳を揃えることは英語通訳の場合より難しいだろうが、以上を

考えればやむを得ないのかもしれない。

第２は研修を中央アジアとしてまとめて行うか、国別で行うかについて。

「中央アジア・コーカサス国別特設マクロ経済」を受講したオルガ・チモフェエヴァ氏が

問いかけた。

「これまでＪＩＣＡは中央アジアをグループとして呼び研修しているが、市場経済化に

各国の差が出て来た。方法も違うし、結果のレベルも違う。国別にやる時期が来ているの

ではないか」

これに対して「グループか個別か、一長一短だ。改革の進展や方法が違うのは事実だが、

意見交換が出来るし、日本も各国のつながりの程度が分かるのは有益だろう。実験的に国

別で呼んで見るのも一法では」「例えば経済、地質学者、石油、鉱山開発、エコロジーなど

カザフスタンのあらゆる分野の専門家を集めてやってみてはどうか。カザフスタンのこと

が十分に分かるのではないか」「それは難しいだろう。確かに中央アジアと一口に言っても

レベルの違いはあるが、彼らの状況を知ることも出来るのはよい。あまり違うと一緒にす

るには無理があるが」など彼らの間でも意見はまとまらなかった。

聞いている私自身、どちらももっともと思えた。関連して彼らが描く中央アジアの将来

像にも興味をかき立てられた。中央アジアは今後、例えば東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）

のような連合体になるのだろうか、いやもっと結び付きの強いＥＵ型を目指すのだろう

か。それによっては日本の関わりもまた自ずと違ってくるだろう。

「哲学的な難しい問題だ。ソ連の下で統治されてきた長い遺産がある。一体性は感じて

いる。ロシア語という共通の言葉もある。にもかかわらずマクロ経済ではやり方も異な

り、国同士の対立も出てきている。しかし世界的視野で見れば一体だろう。今後、ＡＳＥＡＮ

のような可能性もないわけではないと思う」

やや間があって、「マクロ経済」を受講した国家評議会事務局のＴ・コズハノフ氏がこの

ように答えた。
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第３にＪＩＣＡの同窓会作りについて。

いまアルマティにいる元研修員の間で持ち上がっている。発案者の一人であるテレビ・

ラジオ会社の編集長ショルパン・バイモルジナ氏は「いま、日本へ行った人々のリストを

作っている。日本へ行った人々の経験を交流しあい、得た物をカザフに広げたい。日本で

撮ったビデオをテレビで放映し、人気を得た。日本に関心ある人は多い」と述べた。

ウズベキスタン（タシケント）のようにＪＩＣＡ事務所がないので、同窓会の形でＪＩＣＡ

とのつながりを保ちたいとの希望も込められている。元研修員たちの同窓会への期待は高

い。とりあえず結成式だけでも開いたらとの声もある。

しかしこの計画は、残念ながら首都移転という思わぬ出来事によって、現在は頓挫して

しまっている。首都移転のところで少し触れたように、元研修員たちも仕事によってある

人はアルマティに、ある人はアスタナにと散り散りになってしまい、連絡がとりにくく

なってしまったからだ。

もっとも元研修員たちは、「首都移転は遊牧民の伝統のせい」と口々に言いながら、同窓

会作りを諦めた様子はなかった。
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７．提言

今回のウズベキスタンとカザフスタンの市場経済化支援に対する第三者評価は、ＪＩＣＡ

による中央アジアへの同支援が５年というある程度の期間が経過したことを受けて行われ

た。率直に言って病院や橋、道路などのインフラ整備、換言すればハード面の支援と比べ

て、市場経済化という抽象的なソフト面の支援の評価は難しい。国家社会建設アカデミー

（ウズベキスタン　ｐ．７）の項でも少し触れたように、成果がインフラのように具体的な

形をとらないため、見えにくいからである。しかし中央アジアに限らずソフト面の支援は

今後、ますます大事になると思われるだけに、成果がなかなか見えないからと言って、性

急に判断することは禁物である。

一連のインタビューでは、支援を評価し、感謝する声が圧倒的だった。もう少し厳しい

声、注文、要望なども期待していたのだが、これは聞き手の引き出す力も不足していたの

ではと反省している。彼らの評価に安住せず、ＪＩＣＡとしては相手国の現状に絶えず注

意を払いながら、改善していく姿勢が大切であると思う。ただし、私は彼らの声が単なる

外交辞令だったとも考えない。ウズベキスタンもカザフスタンも支援を率直に評価すると

同時に、その継続、一層の拡大を望んでいるというのが彼らの大勢だろう。それにどう答

えるかは、もちろん最終的には日本の問題である。

以上を基本的考えとして、ここでは両国に共通する形で提言を５項目にまとめた。

①　「日本の経験」の体系的伝達

報告から明らかなように、元研修員たちは日本での研修に一様に強い印象を受け、多く

が日本ファンとなって帰国し、現在に至っている。「自分の目で日本を見て来ることは、私

たちにとって御伽噺なのです」（サイドバ局長）との言葉が何より象徴している。

道を尋ねると丁寧に教えてくれるとか、時間を守るとか、日本では当たり前と考えてい

る現象や行動が、彼らから見ると尊敬や驚嘆に値することも彼らの体験談から伺える。そ

れは私たちが、日本の長所も欠点も日本にいるよりも、むしろ外国でより明確に意識する

ことにも通じる。

彼らが日本に関心を持ち、理解を示し、さらには日本びいきになってくれることは喜ば

しい。そのことだけでもＯＤＡの目的の半分は達成されたと言っても過言でないほどだ。

しかし、彼らが異口同音に語る「日本の経験」を、日本の側がもっと体系化し、意識的に伝
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達するなら、その効果はさらに確固たるものになるに違いない。

その中身も元研修員たちがしばしば言及した「戦後の復興」にとどまらず、「明治維新の

課題」「近代化の苦悩」「江戸時代の成果」「災害救援の在り方」などさまざまな切り口と多面

的な紹介が考えられる。それはとりもなおさず、伝える日本人の側にも新たな意味を持つ

ことにもなる。

日本への親近感や尊敬はまた、同じように古い歴史と伝統を有する自国へのプライドと

も表裏の関係にあることが、とくにウズベキスタンで顕著だった。一方で両国は基本的に

はまだ共産主義を残している。と同時に程度の差はあれ、ロシアへの反発心や警戒心も内

在する。このようなプライドや反発心を、新しい国造りの起爆剤にうまく使うことも考え

られないだろうか。

②　外国語教材の充実

ウズベキスタンの元研修員ナシバ・ヴァフォクローヴァ氏は、研修の際に日本の公務員

法についての資料を求めた。ところが渡されたのは日本語の資料で、残念ながら彼女には

「猫に小判」だった。ロシア語がベストだが「せめて英語の資料がほしかった」とは彼女の

言葉だ。英語なら読むことが出来るからである。

ウズベキスタンではいま、大統領令により公務員の２０％削減が問題となっている。い

かに削減するか、権利はどう守るかなど日本の公務員法を参考にして、自分で国会へ提案

したい。ウズベキスタンでは議員以外でも条件を満たせば法案を提出出来るため、ナシ

バ・ヴァフォクローヴァ氏は研修の成果を法案提出に結び付けたいと考えたのである。

こうしたニーズに素早く応えられるように①とも関連し、市場経済化支援のための教材

用に、日本についての基本的資料－憲法や刑法、歴史、地理など、また最近で言えば介護

保険法など－を各国語で出来るだけ手厚く揃えておくと大変有益だろう。各国語を揃える

のが難しければ、少なくとも事実上の世界共通語である英語の基礎資料でよい。これらは

中央アジアだけでなく、他の国々にも活用出来る。

また研修用の教材など資料は、日本へ行く前に入手しておきたいとの要望があった。研

修での質問を用意するなど予習がしたいというのがその理由だ。これはすぐにも実現出来

るのではないかと思う。

大臣会議のムヒドフ局長はウズベキスタンが人材教育に力を入れつつも、教材の不足が

課題であることを指摘していた。１９９８年からアジア開発銀行（ＡＤＢ）と協力し、教科
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書作りも検討中という。基本資料作りを発展させて、こうした分野でもＪＩＣＡは協力出

来るのではないだろうか。

③　中央アジア研究の充実

日本（人）は今日の中央アジアについてはほとんど知らない！　実はこれが今回、ウズベ

キスタンとカザフスタンを訪れての最大の感想である。私自身、現地へ出発する前に両国

に関する資料に当たって、いかに知らないかを痛感したし、資料だけではなかなか両国の

特徴や違いが実感されなかったことも確かだった。またシルクロードなど歴史に関する資

料は比較的入手しやすいが、現代、それも最近事情となると実に心細かった。

この報告を執筆中、中央アジアの一角キルギスでＪＩＣＡの委託を受けて資源探査中の

日本人鉱山技師らが、武装勢力に拉致される事件が起きた。不幸にして、現地の険しい山

岳地帯の様子がにわかにクローズアップされることになったが、ここでも言えることは、

この地域と日本との日頃からの関わりの希薄さである。

１９９７年７月、当時の橋本龍太郎首相が経済同友会で行った「ユーラシア外交」を中心

とする外交政策演説の中で述べたように、中央アジアを含むシルクロード地域は、日本外

交にとってまだフロンティアの領域である。しかしその重要性に着目し、橋本首相はこの

地域に対して①信頼と相互理解の強化のための政治対話、②繁栄に協力するための経済協

力や資源開発協力、③核不拡散や民主化、安定化による平和のための協力の重視－という

３つの方向性を打ち出した。

また今年８月に発表された「ＯＤＡに関する中期政策」も、「我が国はこの地域の地政学

上の重要性や、エネルギー資源確保上の重要性を認識し、『シルクロード地域外交』の推進

により同地域の安定の実現に協力していく必要がある」とこれを踏襲している。

両国はじめ中央アジア各国を重要と位置づけ、ＯＤＡ支援を続けていくことは国益にも

適うと思うが、そのためには活動の基礎となる社会や歴史、宗教をはじめとする地域研究

への本格的な取り組みと、研究者の養成が急務である。シンクタンクや研究所の設立も望

みたい。

ウズベキスタンのある専門家は「共産主義体制下の７０年間、表面には現れなかった伝

統や慣習などに基づく本来のウズベキスタン社会が、いまようやく顔を見せ始めている。

ウズベキスタン社会のこうした実態については、ロシアに弾圧されないよう彼ら自身が明

らかにしてこなかったし、研究したものもない。その解明はすべてはこれからだ」と述べ
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ている。

キルギスの拉致事件が発生した時、私はウズベキスタンの大臣会議のサイドバ局長がイ

ンタビューで、両国の抱える問題の一つとして麻薬の問題をあげ、「南の隣国アフガニス

タンとタジキスタン」と国名を指摘していたことを思い出した。その時は高官として随分、

率直な表現だと思ったが、事態の深刻さをあらためて知らされた思いだ。これをほんの一

例として、カザフスタンのＴ・コズハノフ氏も述べたように、中央アジアは確かに一体性

を有しながらも対立・反目もしあっており、一筋縄ではいかない。ＪＩＣＡの支援は基本

的には各国別に行われているが、中央アジアのこうした複雑な側面も絶えず念頭に置き、

全体を見る視点が不可欠である。

④　ＪＩＣＡ同窓会ネットワーク

カザフスタンの項で紹介したように、元研修員たちの間で同窓会作りの構想がある。首

都の移転のため残念ながら計画は頓挫しているが、ぜひとも実現させたいプロジェクトで

ある。彼らだけで無理ならば、ＪＩＣＡが積極的にサポートしてはどうだろうか。

米国には有名なフルブライト奨学金による交流事業がある。広島と長崎への原爆投下に

衝撃を受けた故フルブライト議員が議会に提出し、成立させたもので、現在では世界約１５０

カ国余りに広がり、約２０万人以上の学生、研究者がこの恩恵を受けた。そしてその元留

学生たちによる同窓会も全世界に広がっている。特に日本では同窓会活動として財団法人

が設立され、米国人奨学生を増やすための募金活動を行っている。フルブライト交流事業

が、世界各国の人材育成にいかに貢献したか、米国の対外イメージを高めたかはあらため

て説明するまでもない。

ＪＩＣＡの元研修員たちによって同窓会が作られ、点が線となり、さらに面となって行

くならば、日本及びＪＩＣＡにとっても極めて有意義なことだ。

タシケントの日本大使館のある外交官は、地元の若者のために毎月、自宅でカレー・

パーティーを開いている。日本語を学ぶ学生を中心に何十人もが集まって来る。「若い

人々は知識欲が旺盛で、希望が持てます」と外交官は語る。そこではウズベキスタンの若

者が日本についての情報を得るだけでなく、外交官も彼らを通じて現地の最新情報、雰囲

気を得ることだろう。異文化交流に厚みを加えるのは、こうした出会いである。
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⑤　派遣者選考の多様性

今回のインタビューでは、ＪＩＣＡの元研修員とともに両国のジャーナリストたちにも

かなりの時間を費やした。彼らは当然ながら、元研修員たちのようには日本のことを知ら

ないし、必ずしも日本ファンということでもない。しかしそれだけに一般の人々がＪＩＣＡ

の活動にどの程度関心を持っているか、理解しているかを判断するための材料になったと

思う。また政府当局者と違って、市場経済化の問題点をある程度客観的に見ることの出来

る立場にもある。あるジャーナリストの次のような言葉は示唆に富んでいる。

「記事はセンズーラ（検閲）を意識して書く。政府役人の賄賂や汚職、袖の下などの話は

なかなか活字にならない。しかし自国のメディアで駄目ならば、近隣諸国のメディアに記

事を送る方法もある。１０００の記事が日の目を見たら、実は２０００位の記事を書いて

いると想像してほしい」

ジャーナリストは市場経済化支援の対象者には入っていないが、人選はより柔軟であっ

た方がよい。言論が市場経済化に果たす役割は小さくない。民間の領域をもっと広げた

い。また次代を担う意味では若手を積極的に選抜したいが、年齢を理由に切り捨ててしま

うのも考え物である。

ウズベキスタンのサマルカンドで元研修員の鉱山会社社長、ヌルムハマド・アフメード

フ氏にインタビューした時のことだ。彼の受けたコースには中央アジアに加えてマレーシ

アやインドネシアからも参加し、また年齢も離れた人たちが多かった。

「若い人たちのグループとは、私の職位から言ってもあわなかった。私は鉱山ビジネス

のやり方に興味があったのだが、講座の中には私には必要ないものもあった」

ヌルムハマド・アフメードフ氏がこのように語り出した時、研修コースはミスマッチで

あり、彼の研修に対する評価が否定的なものと私は受け止めていた。ヌルムハマド・アフ

メードフ氏は鉱山技師だが、現在は経営者的な役割も求められ、苦労しているようにも伺

えた。ところが長い長いインタビューを彼は結局、このように締めくくった。

「どこの国へ行っても、新しい人と会うのはどんな場合も有益だ。若い人の中に入って、

彼らの仕事を知ったのも良かった。日本で職業上の仲間に知り合うことが出来、いまも文

通している友人がいる。私を研修に迎えてくれた日本の仲間に感謝したい。ウズベキスタ

ンがいつか日本のようになれれば良いと思っている」

研修を生かすも殺すも最終的には研修員の問題だ。しかし彼らの心に火を灯すことが出

来るかどうか、こちら側の役割も決して小さくないのである。そして「後進国の発展を阻
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む最大の障害は人の問題であるが、その発展の最大の要素もまた人なのである」（服部正也

著『ルワンダ中央銀行総裁日記』の結びの言葉）という言葉をあらためてかみしめたいと思

う。
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組織図：

（注）国家社会建設アカデミーでは1999年10月に以下のとおり学内の異動があった。
①ジュマーエフ第一副学長が大統領アドバイザー（マスコミ担当）に就任し、第一副学長職は
廃止となった。
②欠員となっていた学術担当副学長にエルガーシェフ国家社会建設学部長が就任し、同学部
長の後任にはチョリーエフ氏が就任した。
③カシーモフ国際関係・対外経済関係学部長が渉外担当副学長に就任し、同学部長の後任に
サマルホジャーエフ氏が就任した。

ガフーロフ
学長補佐

（帰国研修員）

ナビーエフ
市場経済学部長
（帰国研修員）
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国家社会建設学部長
（帰国研修員）
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・対外経済関係学部長

欠員
学術担当副学長

ムヒジーノフ
経理担当副学長

フサーノフ
教育担当副学長
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学長
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５．カザフスタン共和国政経概況

Ⅰ．一般事情

１．位置・面積

アジア大陸の中央に位置しており、面積は２，７１７，３００平方キロメートル（わが

国の約７倍）で、世界でも第９位の広さである。

２．地勢

北部、中央部、西部及び南西部は、砂漠またはステップが広がる平坦な土地が広がって

いる。他方、南部及び南西部はやや高度が高くなり、アルマティが所在する国境近くでは

山地となり、天山山脈につながっている。

３．気候

大陸性で、年間及び日中の寒暖差が大きい。１月の平均気温は、南部でマイナス５度、

北部でマイナス２０度であり、逆に７月の平均気温は３０度に達する。年間の降水量は、

山が近いところでは３００～４００ミリ、ステップ地帯では２５０ミリとなっている。

４．人口・民族

全人口は、１，５５１万人（１９９８年）で、首都アスタナの人口は約２８万人である。

多民族国家で、１３１の民族グループがあると言われている。最も多いのはカザフ人で、

全人口の５０．６％（８０３．３万人）となっている。他方、ロシア人は、全人口の３２．１

％（５１０．４万人）を占め、特に、北部とアルマティ市では、カザフ人人口を上回ってい

る。その他、ウクライナ人、ドイツ人、タタール人、ウズベク人、ウイグル人、ベラルー

シ人、韓国・朝鮮人などがいる。

５．言語

新憲法（９６年制定）では国家語をカザフ語とし、ロシア語を公用語と規定している。カ

ザフ語はトルコ語と同様、チュルク系言語に属する。ソ連時代の教育の影響でカザフ人の

１／３はカザフ語を十分に使えないと言われている。

６．国民性

遊牧民であったカザフ人は、客のもてなしがよい、率直、おおらかであるとの面が指摘

される一方、権力欲が強い、内輪もめに走る、怠惰といった点も指摘されている。

７．国旗

大空を思わせる青地に、太陽、その下に「自由の鷲」と言われる鷲が飛んでいるのが描か

れている。左側にはカザフ的な文様をあしらっている。
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Ⅱ．政治体制・内政

１．政体

ナザルバエフ大統領を元首とする共和制。大統領は国民の直接選挙によって選ばれ、任

期は７年。大統領は、議会の同意を得て、首相を任命し、首相の推薦に基づいて他の閣僚

を任命するとともに、州知事並びに首都アスタナ及びアルマティ両市長を任命する。大統

領は、満４０歳以上で、最低１５年間は引き続きカザフスタンに住む者で、国家語（カザ

フ語）を使える者でなければならないとされている。

政府は、大統領に対して責任を有し、また、議会に対して報告義務を有する。

議会は、二院制でセナート（上院）とマジリス（下院）により構成される。セナート代議

員は、各州、アスタナ及びアルマティ両市から各２名が地方議会（マスリハト）代議員の間

接選挙により選出されるとともに、大統領任命により７名が選出される。９５年１２月の

選挙及び大統領任命により計４７名が選出。任期は６年で、代議員の被選挙権は３０歳以

上で高等教育を受けた国民。マジリス議員は国民の直接選挙により選出され、現行定数は

６７名である。９９年中に予定されている次期下院選より比例代表区選挙枠１０名が新た

に加わり、下院定数は計７７名となる。任期は５年で代議員の被選挙権は２５歳以上の国

民。

２．内政概況

（１）ナザルバエフ大統領が、９１年１２月の独立以降、一貫して強い指導力を維持する

中、内政は安定しており、同大統領は９５年４月に国民投票で自らの任期を２０００年ま

で延長、同年８月には同様に国民投票で憲法改正を行い、大統領権限を強化した。

（２）議会については、当初最高会議（一院制：９４年３月選出）が存在したが、９５年３

月同会議の選出方法が違憲との判断が憲法裁判所により出された結果解散され、立法権は

一時的に大統領へ委任された。その後、９５年の改正憲法に基づき同年１２月に上院及び

下院の選挙が実施され、９６年２月までに両議会議員（大半は親大統領派）が確定し、新議

会が活動を開始した。

（３）９５年９月１５日付け首都移転に関する大統領令によりカザフスタン中央部アクモラ

市への首都移転が決定され、９６年末より政府職員が移動を開始した。９７年１１月８日

付けで議会、大統領府、主要政府機関、最高裁判所等が正式に移転し、１２月１０日にア

クモラがカザフスタンの首都として正式に制定された。首都移転の理由としては北部に住

むロシア人問題、アルマティが中国国境に近いことが主な理由とされている。９８年５月

６日付け大統領令をもって、首都の名称がアクモラからアスタナ（カザフ語で「首都」の

意）に変更され、６月１０日にはアスタナ新首都記念式典が挙行された。
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（４）９８年１０月７日に議会で憲法改正法案が可決された結果、議会上下両院合同会議に

て議員総数の過半数の賛成をもってナザルバエフ大統領の任期を短縮することが可能と

なった（第９４条）。これを受け、議会上下両院は翌８日に合同会議を開き、現大統領の任

期を２年間短縮し、次期大統領選挙を９９年１月１０日に実施することを決定した。中央

選挙管理委員会は１１月３０日に立候補者の登録手続きを終了し、ナザルバエフ現大統

領、カシモフ国庫歳入省関税委員会議長、ガッパソフ上院議員、アブジルジン共産党第１

書記の４名を正式登録した。ナザルバエフの有力な対抗馬と目されたカジェゲルディン前

首相は、刑事法・行政規則上の有罪確定後１年間は被選挙権を失う旨の選挙法令に阻ま

れ、登録されなかった。カジェゲルディンは、法務省に未登録の団体が１０月３日に開い

た無許可集会に参加したとして、同１５日に行政規則上有罪の決定を宣告されていた。

（５）９９年１月１０日に投票が実施された大統領選挙（投票率８７．０５％）の結果、ナ

ザルバエフ大統領が７９．７８％の得票率で再選された。米国やＯＳＣＥは右大統領選挙

の実施プロセスを評し、民主化の後退である旨の懸念を表明した。

Ⅲ．外交

１．外交基本方針

カザフスタンの外交方針の基本は、旧ソ連邦諸国との安定的関係の確保を図るとともに

わが国を含む西側諸国との政治・経済関係の拡大、及び中国、インド、パキスタン、イラ

ン、トルコといった近隣諸国との善隣関係の維持と経済交流の拡大を進める「全方位外交」

である。特に、ロシアとの関係は自国の安全・安定を確保する上で最も重要な課題である。

２．我が国との関係

カザフスタンは９１年１２月１６日独立を宣言したが、我が国は同年１２月２８日に国

家承認し、９２年１月２６日に外交関係を樹立した。以来、両国関係は今日に至るまで、

政治、経済、領土、宗教、民族等いかなる分野でも何等の問題もなく順調に発展を続けて

いる。在カザフスタン大使館は９３年１月２０日に開設された。ナザルバエフ大統領は９４

年４月に我が国を公式訪問している。

Ⅳ．経済概況

１．鉱工業―資源大国、未発達な製造加工業

ロシア革命前のカザフスタンは牧畜を主とした経済であったが、社会主義体制下、資源

開発を中心とした工業化が進められた。特に第二次世界大戦後には、東部で産出する石炭

と鉄鉱石を利用した製鉄業が発展した。石炭は、今日でも旧ソ連諸国に対する主要供給国
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の位置を占めている。

最近では、カスピ海東岸の油田地帯（テンギズ、ウゼニ等）での大規模プロジェクトの

他、カスピ海北部の油田開発が注目を集めている。わが国も、９８年９月に北カスピ海大

陸棚開発にインドネシア石油が参加することでカザフスタン政府と合意した。また、カス

ピ海から石油消費市場への輸送路確保をめぐって、欧米、ロシア、中国、トルコ等との合

従連衡により自らの影響力の保持を模索中である。

非鉄金属についても、金、銀、銅、亜鉛、クロム、チタン等の希少金属を含む資源に恵

まれている。

一方、資源供給地の地位からなかなか脱却できず、工業は伸び悩んでいる。特に、消費

財生産、製造部門が立ち遅れており、国内製造業をいかに発展させるかが大きな課題であ

る。

２．農業―斜陽の農業大国

ソ連時代には、その農地の３分の１をカザフスタンが占めていた。しかし、ソ連時代の

ソフホーズ（国営農場）、コルホーズ（集団農場）が解体され、農業企業や個人農へ再編さ

れる中で生じた混乱や、極めて低い農村の生活水準、さらに農業用機械の不足や老朽化等

も相俟って、農地の放棄が進んでいる。現在、農地はソ連時代の半分となり、１９９８年

の農業生産は、悪天候による不作もあって最盛期の４分の１にまで低下している。また、

農業が穀物に偏重しており、その他の農作物は今後の生産拡大を必要としている。

３．金融・財政―ロシア金融危機の影響

ソ連解体以来、カザフスタンは財政・金融の引き締めを中心としたＩＭＦのガイドライ

ンに沿ったマクロ経済政策を推進し、９０年代後半にはインフレ抑制、財政赤字削減、自

国通貨（テンゲ）安定といった経済指標の改善をある程度実現していた。

昨年のロシア危機、世界的な資源価格低迷の中でも、周辺諸国より高い対ドル相場を維

持し、数字の上では比較的安定を保った（実質ＧＤＰは△２．５％、通貨テンゲの対ドル

年間下落率９．８％、年間インフレ率１．９％）。しかし、自国通貨買い支えのため、外

貨準備を大幅に減らした。さらに、石油輸出の不振等で輸出が大幅に落ち込むとともに、

周辺諸国から安価な製品が流入し、もともと脆弱な国内製造業が打撃を受けるなど、経済

状況は悪化しつつある。

今年４月には事実上の通貨切り下げが行われ、現時点（９９年６月末）で通貨テンゲの対

ドル相場は年初から３６％の下落となっている。

旧来の国営企業の民営化は、９１年以来進められてきた。ここ数年はペースが落ちてい

たが、歳入の悪化を補うため、さらに民営化を推進する必要に迫られている。民営化が最
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も進んでいるのは商業部門であるが、小売業の主流は会社の形を取らない個人営業の取り

引きである。

４．貧富の差の拡大

公式統計では、失業者２５万人、失業率３．７％（９８年末）と失業は減少傾向にあるが、

一方で雇用も減少しており、実質的な失業率は２割前後ともいわれる。また、国家からの

賃金・年金は極めて少額である上、遅配も恒常化しており、社会問題化している。

業種間の賃金格差は大きく、拡大傾向にある。最も高水準の金融セクターともっとも低

水準の農林水産セクターとの賃金格差は６倍近い。教育・医療分野の賃金水準も極めて低

いため、副業に精を出したり、異業種へ転出したりする例が多い。予算不足の問題とも相

俟って、教育・医療の水準維持は喫緊の課題となっている。

また、油田を抱える西部の州及び鉱物資源に富む北東部の州と、伝統的な農牧業を営む

州との地域間格差も拡大しつつある。広大な国土全体でバランスのとれた発展をいかに実

現するかは、ソ連時代に成立したロシア中心のインフラ網からの脱却とともに、経済発展

上の大きな課題である。
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２０３０年までの長期発展戦略（概要）

1997.11.04/在カザフ日本大使館

○独立後６年間の成果

→主権独立国家の成立、社会経済改革への着手

○発展に向けて「カ」に有利な条件の分析

－国内的要因；（1）国家制度の確立、（2）古い政治経済体制との決別、（3）価値観の転換、

（4）国民の質の高さ、（5）豊富な天然資源、（6）広大な国土、（7）政治的安定性・民

族間合意、（8）国民の強い忍耐力

－対外的要因；（1）地勢学的特性、（2）外国ドナー国の支援、（3）ｸﾞﾛｰﾊﾞﾘｾﾞｰｼｮﾝと科学技

術の進歩

○発展に向けて「カ」に不利な条件の分析

（1）ソ連的思考の残滓、（2）生産の低下と社会的状況の劣下、（3）貧困と富裕層の分

化、（4）貯蓄性向の低さ、（5）失業問題、（6）人口学的条件の悪化、（7）国家運営に

おける未熟さ

○長期的優先課題とその実現戦略

（1）国家安全保障の強化、（2）内政的安定と国民の連帯、（3）市場経済に基づく経済

成長（外国投資導入、国内貯蓄増大）（4）健康、教育、福祉の増進、（5）エネルギー

資源の開発、（6）運輸・通信を始めとするインフラの整備、（7）プロフェッショナル

な国家運営

○１９９８―２０００年の課題

（1）安全保障（全方位外交、軍事ドクトリン、外国企業との油田開発、人口学的要因

の改善等）、（2）農村問題の解決（ミクロ融資等）、（3）貧困・失業対策（ミクロ融資、

中小企業等）、（4）経済成長（鉄道・道路・橋梁・空港・港等のインフラ整備、パイ

プラインの敷設、民営化完了、緊縮財政）、（5）経済社会改革の実施（年金・給与未

払い問題解決、予算システム改革）、（6）国家政府機構の改革（規律強化等）

○１９９８年の８つの具体的課題

（1）適時なる年金及び公務員への給与等支払い、（2）400ドル相当のミクロ融資の実

施（農村中心）、（3）中小企業、農業発展融資（総額 100百万ドル相当）、（4）学校のｺ

ﾝﾋﾟｭｰﾀ化（農村優先）、（5）健康増進広報の展開、（6）農民向け融資分の減額（25億ﾃ

ﾝｹﾞ）､（7）住宅建設、（8）完全な就学率の確保　　
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